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民主化が進むビルマ（ミャンマー）への日本の政府開発援助（ODA）
が急激に増加する中で、日本が支援した ODA 事業で立ち退きをさせ
られた住民が、2014 年６月、日本の ODA 実施機関である JICA（国
際協力機構）に異議申立を行った。日本の ODA 史上初めて現地住民
による異議申立が受理されて専門家による審査が実施され、同年 11
月、審査報告書が公表された。こうした動きに合わせて、同年６月と
11 月に国際文化学部では特定非営利活動法人（NPO 法人）メコン ･
ウォッチと共催で本件に関するセミナーを開催した。以下はその報告
である。
■第１回セミナー
日時：2014 年６月７日（土）14 時半～ 18 時
講師： 異議申立をしたビルマ（ミャンマー）の住民、それを支援して
いる NGO
内容：なぜ異議申立をしたか、異議申立の内容
参加：約 70 名
■第２回セミナー
日時：2014 年 11 月 28 日（金）18 時半～ 20 時半
［FIC オープンセミナー報告］
松本　　悟
ビルマ（ミャンマー）への政府開発援助と人権
――住民から JICA への異議申立をめぐって――
Hosei University Repository
163
講師： 土川実鳴さん（メコン ･ ウォッチ委託研究員）、松本悟（国際
文化学部教員）
内容：異議申立への審査結果の分析
参加：約 30 名
１．異議申立とは
1980 年代に世界銀行など国際機関の開発援助に伴い先住民族の生
活や環境に深刻な被害が生じた。そうした開発の負の影響を未然防止
するために国際開発機関は環境アセスメント、非自発的住民移転、先
住民族など様々な政策を作ったが、問題の解決には至らなかった。な
ぜなら、そうした政策が遵守されていなかったからである。開発援助
が支援を受ける側の人々の生活や自然環境を破壊しないためには、優
れた政策とその政策の遵守が重要であるという認識に立って生まれた
のが異議申立制度である。被害を受けた、もしくは受ける可能性が高
い住民（あるいはその代理）が、自らの被害は援助機関が政策を守ら
なかったからだとして、第三者専門家からなる当該機関の委員会に申
立をすることができるようになった。第三者専門家は独自に審査を
し、被害の有無や可能性、それと援助機関の政策遵守のつながりにつ
いて明らかにする。日本の ODA 実施機関にこの制度が作られたのは
2002 年４月である。今回のビルマ（ミャンマー）のケースは被害や
遵守の調査が行われた初めてのプロジェクトとなった。
２．異議申立を受けたODA事業
申立を受けたのはティラワ経済特別区開発事業である。ビルマ（ミャ
ンマー）最大の都市のヤンゴン市中心部から南東に 23km の地点に経
済特区を建設するものである。最終的には 2400ha を開発する計画だ
が、本事業はそのうち早期開発区域の 400ha を対象に工業団地などの
開発・販売・運営事業を行うものである。事業の目的は、ティラワ経
済特区への企業進出の促進を図ることで産業基盤の強化や雇用の創出
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などの経済発展に寄与することにある。事業実施主体は「ミャンマ ・ー
ジャパン・ティラワ開発会社」（MJTD 社）で、ビルマ（ミャンマー）
政府と民間企業に加えて、日本の三菱商事、丸紅、住友商事が出資し
ている。日本の ODA として JICA は MJTD 社の資本金の 10 パーセ
ントを出資している。
３．異議申立の内容
第１回セミナーで申し立てたビルマ人が来日して問題の深刻さを訴
えた。具体的には、この ODA 事業によって、農地や農地へのアクセ
スを失ったこと、生計手段を失ったこと、生活がより貧しくなったこ
と、子どもたちの教育機会を失ったこと、清潔な水へのアクセスを失っ
たことなどを挙げた。また、立ち退きへの合意を半ば脅迫されたこと
など、ODA 事業によって住民の人権が侵害されている実態が明らか
にされた。こうした問題を回避できなかったのは JICA が自らの「環
境社会配慮ガイドライン」を守らなかったからだと現地住民や NGO
は指摘した。
４．異議申立に対する審査結果
異議申立を受けて JICA 理事長直属の第三者機関である「異議申立
審査役」の東京工業大学名誉教授の原科幸彦氏と中央大学大学院法務
研究科教授の安念潤司氏が調査を行った。５ヶ月間かけて調査した結
果は 11 月４日に JICA のホームページで公開された。第２回セミナー
でメコン ･ ウォッチの土川氏がその内容を説明した。それによれば、
住民が抱えている困難については一部認定したものの、JICA のガイ
ドライン不遵守については一切認めなかった。法政大学国際文化学部
の松本准教授はその背景について、十分な予算と独立性が確保されて
いないため異議申立審査役の調査を補佐する自前のコンサルタントを
雇えなかったことや、国内法に準拠したガイドライン違反の認定は困
難だったことを挙げた。
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第１回セミナーには民放キー局の、第２回セミナーでは主要全国紙
記者の取材が入った。また、２回のセミナーではいずれも参加者の３
分の１程度が本学の学生だった。こうしたことを考えると、FIC オー
プンセミナーの意義は高かったと考えられる。本来善意で行われる
ODA が住民の生活を悪化させ人権を侵害することはあってはならな
いことである。国際文化学部が掲げる理念である多文化共生という点
からも、引き続きビルマ（ミャンマー）への ODA の現状や課題につ
いて大学内外の人たちと共有し議論する場を設けていく必要がある。
（報告：松本　　悟）
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